
「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案

前文 

○ 条例制定の趣旨、基本的考え方等を明示する。

目的及び基本理念 

○ 県における自治は、県民の意思と責任に基づき、また、市町村の意思に応え、自主的・主体的な県政運営に

より県民が望む地域社会の実現を目指して行われることを基本理念として定める。 
○ そのために必要な県政運営の基本原則や制度・手続の基本的事項、県民の権利・義務、また知事・職員の責

務等を定めることにより、県民のための県政を確立し、県民の権利の保障と県民福祉の向上を図ることを目的

とすることを定める。

県民の権利及び義務 

○ 基本理念の実現に向け、県民主体の自治を確立するための基本的な県民の権利及び義務として、 
① 県政に参加する権利・責任 
② 県政に関する情報を知る権利 
③ 行政サービスを等しく受ける権利 
④ 費用負担を分担する義務

などを定める。

県政運営の基本原則 

○ 基本理念を実現するために県民が必要だと考える、県民主体の県政運営の基本原則として、 
① 県民参加の原則（県民が自発的かつ積極的に参加する県政とすること） 

② 市町村優先と市町村参加の原則（県民に最も身近で、地域における政策を総合的に推進する市町村を、県

との役割分担において優先し、市町村が参加する県政とすること） 
③ 公正性・透明性の原則（県民にとって公正で透明性の高い開かれた県政とすること） 
④ 効率性・有効性の原則（最少の県民負担により最大の県民福祉の実現に努める県政とすること） 
⑤ 連携の原則（民間及び他の都道府県等、多様な主体との連携を図る県政とすること）

などを定める。

議会・知事・職員 

○ 県民の信託に応え、それぞれがこの条例に定める基本理念、基本原則等に沿った役割を果たすため、その責

務などを包括的に定める。

基本原則に基づく制度・手続 

○ 県政運営の基本原則に基づき、次の制度・手続についての基本的事項を定める。

情報提供・公開 
○ 県民が、県政参加のため県が保有する県政情報を共有できるよう、

・ 多様な媒体を活用するなどして、県政情報を県民に積極的に提供するよう努めなければならないこと

を定めるほか、

・ 県民の求めに応じ、行政文書の公開を適正に行うとともに、個人情報の取扱いに関し適切な措置を講じ

なければならないことを定める。

県民参加機会の保障 
○ 県民が、その意思を県政に反映させるため、意見や要望を県に提出できるよう、

・ 県と対話・協議する県民参加の多様な機会の確保に努めるともに、県民の県政に関する提案、意見等を

迅速かつ誠実に処理するよう努めなければならないことを定めるほか、

・ 県民の参加機会の時期及び方法について、予め公表することを定める。



県民投票 
○ 県民が、県政上の重要事項について意思を表明するため、県民投票をできるようにするとともに、議会及

び知事は、県民投票の結果を尊重することを定める。

市町村との役割分担及び権限移譲 
○ 県民が、地域の実情に即した行政サービスを受けられるよう、

・ 住民に最も身近で、地域における総合的な行政サービスを推進する重要な役割を果たしている市町村の

自主性・自立性を尊重し、広域自治体としての適切な役割分担に努めなければならないことを定めるとと

もに、

・ 県知事の権限に属する事務のうち、市町村が処理することが適当である事務については、市町村との協

議により、できる限り市町村に移譲しなければならないことを定める。

市町村の県政参加 
○ 市町村が、住民の意思に基づく意見を提案できるよう、県の重要な施策について、意見を提出する機会の

確保に努めるとともに、市町村の意思に応えるための協議機関を設けることを定める。

行政手続 
○ 県民が、県の処分、行政指導等により不当に自らの権利利益を侵害されないよう、県政運営における公正

の確保及び透明性の向上のため、県の処分、行政指導等の手続に関し共通するルールを定め、公表しなけれ

ばならないことを定める。

総合計画 
○ 県民が、長期的な県政運営を展望できるよう、政策の基本的方向を総合的に示す計画を策定するとともに、

策定等に当たり、県民及び市町村の意思が反映されるよう努めなければならないことを定める。

財政運営 
○ 財政の健全な運営に努めるとともに、県民が、県の財政状況を把握できるよう、分かりやすく公表しなけ

ればならないことを定める。

政策評価 
○ 県民が、効率的で質の高い行政サービスを受けられるよう、適切に政策の評価を行い、公表するとともに、

評価結果が政策立案や予算編成等に反映されるよう努めなければならないことを定める。

民間活動との連携協力 
○ 県民が、より質の高い行政サービスを受けられるよう、

・ 公共的課題の解決のため、特定非営利活動法人その他の民間団体及び民間事業者等の主体的な公共的活

動を尊重し、適切な役割分担の下、連携協力できることを定めるとともに、

・ 民間団体等の主体的な公共的活動が積極的に推進されるために、環境の整備に努めなければならないこ

とを定める。

他の自治体との連携協力 
○ 県民が、より質の高い公共サービスを受けられるよう、広域的または共通の公共的な課題を解決するため、

他の自治体との連携協力に努めることを定める。

国への提案 
○ 県民が、県を通じて国に意思表明ができるよう、国に対して政策及び制度の改善等に関する提案を積極的

に行わなければならないことを定める。

条例尊重義務 

○ この条例が県政運営の基本原則を定めることから、この条例に規定することを最大限尊重しなければならな

いことを定める。


